
　

第46回定時株主総会招集ご通知における

インターネット開示情報

　

連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

株式会社ＤＴＳ

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につき

ましては、法令および定款の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載す

ることにより株主の皆様に提供しております。
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連 結 注 記 表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ９社

主要な連結子会社の名称

データリンクス株式会社

株式会社ＤＴＳインサイト

デジタルテクノロジー株式会社

日本ＳＥ株式会社

株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ

　前連結会計年度において連結子会社であったアートシステム株式会社は、

平成29年４月１日付けで当社の連結子会社である横河ディジタルコンピュー

タ株式会社が吸収合併したことにより、当連結会計年度より連結の範囲から

除外しております。なお、横河ディジタルコンピュータ株式会社は、同日付

けで株式会社ＤＴＳインサイトへ商号を変更しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD.

(連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社および関連会社はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社（DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD.ほか）

および関連会社（Nelito Systems Limited)は、当期純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結

計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外しております。
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　(1) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　 12月31日 ３社

　 ３月31日 ６社

(2) 連結計算書類作成にあたっては、12月31日を決算日とする連結子会社について

は、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券

(イ) 時価のあるもの……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。

なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取

得原価」と「債券金額」との差額の性格が金利

の調整と認められるものについては、償却原価

法により算定しております。

(ロ) 時価のないもの……… 移動平均法による原価法を採用しております。

　 ② たな卸資産

(イ) 商 品 及 び 製 品……… 主として移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

(ロ) 仕 掛 品……… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。

(ハ) 原 材 料………　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。

(ニ) 貯 蔵 品………　最終仕入原価法を採用しております。
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　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～47年

工具、器具及び備品 ２年～20年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、主として３年

間で均等償却する方法を採用しております。

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、販売開始後３年以内の

見込販売数量および見込販売収益に基づいて償却しており、その償却額が残

存有効期間に基づく均等配分額に満たない場合には、その均等配分額を償却

しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期

間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

　 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ④ 受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注

契約に係る損失見込額を計上しております。

　 ⑤ 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社において、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
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数（12年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年～15年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

① 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

② その他の工事

工事完成基準

　(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、のれんの発生原因に基づき、その効果の及ぶ期間

（４年～９年）にわたり定額法により償却を行っております。

　(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

有形固定資産の減価償却方法の変更

従来、当社は有形固定資産の減価償却方法について主として定率法を採用して

おりましたが、当連結会計年度より定額法に変更しております。

　当期、拡大分散した各拠点を集約し、一層の組織間連携強化や経営効率の向上

を図り、今後の事業拡大を支える活動基盤の確立を目的としております。この本

社移転を迎えることを契機に所有資産を見直した結果、過去は情報機器の技術進

歩が早く取替投資が早く行われることが想定されたため新しい資産ほど費用を多

く発生させる定率法が合理的と判断しておりましたが、近年は長期的かつ安定的

に資産が使用される傾向にあり、減価償却費の期間配分を平準化できる定額法が、

より経営の実態を適切に表していると判断いたしました。

　これにより、従来の方法と比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ26,642千円増加しております。

　

(表示方法の変更)

連結損益計算書

(1) 前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「団体

定期保険配当金」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当連結会

計年度より独立掲記することといたしました。

　なお、前連結会計年度の「営業外収益」の「その他」に含まれる「団体定

期保険配当金」は7,652千円であります。

　
(2) 前連結会計年度において、「特別利益」の「その他」に含めていた「投資有

価証券売却益」は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年

度より独立掲記することといたしました。

　 なお、前連結会計年度の「特別利益」の「その他」に含まれる「投資有価証

券売却益」は97千円であります。
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(連結貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2,289,726千円

2. 同一の工事契約に関する仕掛品と受注損失引当金がともに計上される場合の表示

　 方法等

　損失が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両建

てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対応

する額は、15,476千円であります。

(連結損益計算書に関する注記)

1. 受注損失引当金繰入額

売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額は、25,286千円であります。

2. 研究開発費

一般管理費に含まれる研究開発費は、439,161千円であります。
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

項 目
当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

普通株式 25,222,266 - - 25,222,266

自己株式

普通株式 2,247,002 182,459 650,726 1,778,735

（注）1. 普通株式の自己株式の株式数の増加182,459株は、取締役会決議による自己株式の取得によ
る増加181,900株および単元未満株式の買取による増加559株であります。

2. 普通株式の自己株式の株式数の減少650,726株は、データリンクス株式会社の完全子会社化
に係る株式交換に伴う自己株式の交付による減少であります。

2. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月22日
定 時 株 主 総 会

普通株式 1,033,886 45 平成29年３月31日 平成29年６月23日

平成29年11月２日
取 締 役 会

普通株式 820,532 35 平成29年９月30日 平成29年11月27日

（注） 平成29年11月２日取締役会決議の１株当たり配当額35円には、創立45周年記念配当５円を含
んでおります。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

　 次のとおり、決議を予定しております。

（決議予定） 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月22日
定 時 株 主 総 会

普通株式 1,054,958 利益剰余金 45 平成30年３月31日 平成30年６月25日
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用することを

原則とし、資金の調達が必要な場合には、主に銀行からの借入を行っております。

営業債権である受取手形及び売掛金については、与信管理規程に従い、取引先

ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、信用調査等による財務状況等の

把握を通じて信用リスクの低減を図っております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式および社債であり、定

期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有

状況を継続的に見直しております。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。

なお、適時に資金繰計画を作成・更新し、事業運営に必要な手許流動性を持続

的に確保するための管理を行っております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表に

は含めておりません（（注) 2.を参照）。
（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価
（(注)1.を参照）

差 額

(1) 現金及び預金 32,624,664 32,624,664 -

(2) 受取手形及び売掛金 14,921,928 14,921,928 -

(3) 投資有価証券 4,495,408 4,495,408 -

資産計 52,042,002 52,042,002 -

(1) 買掛金 4,844,019 4,844,019 -

(2) 未払金 1,309,429 1,309,429 -

(3) 未払法人税等 1,936,946 1,936,946 -

負債計 8,090,396 8,090,396 -
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　(注) 1. 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

資産

　 (1) 現金及び預金

預金は全て短期のものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

　 (2) 受取手形及び売掛金

受取手形及び売掛金はほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　 (3) 投資有価証券

株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示され

た価格によっております。

負債

　 (1) 買掛金

　買掛金はほとんどが短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等

しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 未払金および(3) 未払法人税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

　(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

子会社株式 30,000

関連会社株式 327,770

非上場株式等 282,555

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 2,003円23銭

１株当たり当期純利益金額 247円90銭
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(企業結合等関係)

1. 当社事業の連結子会社への吸収分割

当社は、平成29年２月７日開催の取締役会の決議に基づき、平成29年４月１日

を効力発生日として、当社の組込み関連事業を、当社の100％子会社である株式会

社ＤＴＳインサイトに会社分割によって移転いたしました。

（1） 取引の概要

① 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称 法人通信・ソリューション事業

事業の内容 法人通信事業本部ＥＢＳ担当における組込み関連事業の

全部

② 企業結合日

平成29年４月１日

③ 企業結合の法的形式

当社を吸収分割会社とし、横河ディジタルコンピュータ株式会社を吸

収分割承継会社とする吸収分割

④ 結合後の企業の名称

　株式会社ＤＴＳインサイト

⑤ その他取引の概要に関する事項

（イ） 取引の目的

当社は、平成28年４月に開始した中期経営計画の重点施策の一つ

である「組込み分野の戦略」に基づき、企業規模を拡大することに

より、効率的な体制を構築し、医療市場・自動車関連市場の顧客基

盤の拡大と優位性を確保し、さらなる事業拡大を目指します。

（ロ） 本会社分割に係る割当ての内容

本会社分割は100％子会社との間で行われるため、本会社分割に際

して、株式の割当てその他の対価の交付は行いません。

（ハ） 本会社分割の当事会社の直前事業年度の財政状態

(平成29年３月期)

吸収分割会社 (連結) 吸収分割承継会社 (単体)

資産 57,141百万円 1,460百万円

負債 13,480百万円 729百万円

純資産 43,660百万円 731百万円
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（2） 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理をしております。

　

2. 株式交換による完全子会社化

当社は、平成29年５月11日開催の取締役会において、連結子会社であるデータ

リンクス株式会社（以下、データリンクス）を完全子会社とする株式交換（以下、

本株式交換）を行うことを決議し、同日付けで株式交換契約を締結いたしました。

　本株式交換について、当社は、会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式

交換の手続きにより、当社株主総会による承認を受けず、また、データリンクス

は平成29年６月16日開催の定時株主総会において本株式交換契約の承認を受けた

うえで、平成29年８月１日を効力発生日とし、本株式交換を行いました。

　なお、本株式交換の効力発生日（平成29年８月１日）に先立ち、データリンク

スの普通株式は株式会社東京証券取引所において、平成29年７月27日付けで上場

廃止となりました。

（1） 取引の概要

① 結合当事企業の名称及び事業の内容

名称 事業の内容

株式交換完全親会社 当社 情報サービス事業

株式交換完全子会社 データリンクス サービス業

② 企業結合日

平成29年８月１日

③ 企業結合の法的形式

当社を完全親会社とし、データリンクスを完全子会社とする株式交換

④ 取引の目的

　データリンクスを当社の完全子会社とすることで、意思決定の迅速化、

経営資源の選択と集中、情報の集約化による業務の効率性向上などを実

現し、より強固な経営基盤を構築するとともに、グループ経営のさらな

る強化を通じて、ＤＴＳグループの企業価値向上に邁進してまいります。
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（2） 実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理を行いました。

（3） 子会社株式の追加取得に関する事項

① 取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 当社の普通株式 2,241,748千円

取得原価 2,241,748千円

② 株式の種類及び交換比率並びに交付した株式数
当社

（株式交換完全親会社）

データリンクス

（株式交換完全子会社）

株式交換比率 1 0.73

本株式交換により交付した株式数 当社普通株式：650,726株

ただし、当社が保有するデータリンクスの普通株式1,080,000株につい

ては、本株式交換による株式の割当ては行っておりません。なお、交付

する株式については当社が保有する自己株式を充当いたしました。

③ 株式交換比率の算定方法

当社およびデータリンクスは、それぞれの第三者算定機関から提出を

受けた株式交換比率の算定結果および助言ならびに各社の法務アドバイ

ザーからの助言を参考にし、両社の財務状況、業績動向、株価動向等の

要因を総合的に勘案したうえで、両社間で交渉・協議を重ねた結果、本

株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の皆様の利益を損ねるもの

ではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行

うことにつき、平成29年５月11日に開催された当社およびデータリンク

スの取締役会決議に基づき、両社間で本株式交換契約を締結いたしまし

た。

(その他の注記)

連結貸借対照表、連結損益計算書および連結株主資本等変動計算書の金額は、記

載単位未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法を採用しております。

　 (2) そ の 他 有 価 証 券

① 時価のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

なお、時価のあるその他有価証券のうち、「取得

原価」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整

と認められるものについては、償却原価法により算

定しております。

② 時価のないもの ……… 移動平均法による原価法を採用しております。

　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商 品 …………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

(2) 仕 掛 品 …………… 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

(3) 貯 蔵 品 …………… 　最終仕入原価法を採用しております。

　

　3. 固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 ３年～47年

工具、器具及び備品 ２年～15年

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。
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　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

ただし、市場販売目的のソフトウェアについては、販売開始後３年以内の

見込販売数量および見込販売収益に基づいて償却しており、その償却額が残

存有効期間に基づく均等配分額に満たない場合には、その均等配分額を償却

しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期

間（５年以内）に基づく定額法を採用しております。

　 (3) 長期前払費用

　 定額法を採用しております。

　

　4. 引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

(2) 賞 与 引 当 金 …… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(3) 役員賞与引当金 …… 役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき

計上しております。

(4) 受注損失引当金 …… 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年

度末における受注契約に係る損失見込額を計上してお

ります。
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(5) 退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱

いが連結貸借対照表と異なっております。

　

　5. 収益及び費用の計上基準

　 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　 (1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　 (2) その他の工事

　 工事完成基準

　

　6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

　 有形固定資産の減価償却方法の変更

　従来、当社は有形固定資産の減価償却方法について主として定率法を採用して

おりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。

　当期、拡大分散した各拠点を集約し、一層の組織間連携強化や経営効率の向上

を図り、今後の事業拡大を支える活動基盤の確立を目的としております。この本

社移転を迎えることを契機に所有資産を見直した結果、過去は情報機器の技術進

歩が早く取替投資が早く行われることが想定されたため新しい資産ほど費用を多

く発生させる定率法が合理的と判断しておりましたが、近年は長期的かつ安定的

に資産が使用される傾向にあり、減価償却費の期間配分を平準化できる定額法が、

より経営の実態を適切に表していると判断いたしました。

　これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の営業利益、経常利益および税

引前当期純利益はそれぞれ26,642千円増加しております。

(貸借対照表に関する注記)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,671,584千円

　

　2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 471,311千円

短期金銭債務 466,020千円

　3. 同一の工事契約に関する仕掛品と受注損失引当金がともに計上される場合の表

　 示方法等

　損失が見込まれる受注契約に係る仕掛品と受注損失引当金は、相殺せずに両

建てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品のうち、受注損失引当金に対

応する額は、15,476千円であります。
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(損益計算書に関する注記)

　1. 受注損失引当金繰入額

売上原価に含まれる受注損失引当金繰入額は、24,206千円であります。

2. 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　売 上 高 120,985千円

　外 注 費 3,253,041千円

　その他の営業取引高 1,082,512千円

営業取引以外の取引による取引高 241,588千円

　3. 研究開発費

　 一般管理費に含まれる研究開発費は、117,824千円であります。

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

項 目
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 2,247,002 182,459 650,726 1,778,735

(注) 1. 普通株式の自己株式の株式数の増加182,459株は、取締役会決議による自己株式の取得に
　よる増加181,900株および単元未満株式の買取による増加559株であります。

2. 普通株式の自己株式の株式数の減少650,726株は、データリンクス株式会社の完全子会社
化に係る株式交換に伴う自己株式の交付による減少であります。
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(税効果会計に関する注記)

　1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 流動の部

　 （繰延税金資産）

賞与引当金 672,180千円

未払費用（社会保険料） 101,614千円

未払事業税 98,311千円

未払金（地代家賃） 45,388千円

その他 20,006千円

　繰延税金資産合計 937,499千円

　繰延税金資産の純額 937,499千円
　

　 固定の部

　 （繰延税金資産）

退職給付引当金 85,984千円

関係会社株式 52,613千円

ゴルフ会員権 30,124千円

ソフトウエア 29,730千円

長期未払金 13,044千円

その他 21,222千円

　繰延税金資産合計 232,720千円

　 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △412,466千円

資産除去債務に対応する除去費用 △1,392千円

　繰延税金負債合計 △413,859千円

　繰延税金負債の純額 △181,139千円

　2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の原因となった主

要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実

効税率の100分の5以下であるため記載しておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

１株当たり純資産額 1,982円21銭

１株当たり当期純利益金額 217円31銭
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(企業結合等関係)

1. 当社事業の連結子会社への吸収分割

　連結計算書類「連結注記表（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を

省略しております。

2. 株式交換による完全子会社化

　連結計算書類「連結注記表（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を

省略しております。

　

(その他の注記)

貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書の金額は、記載単位未満

を切り捨てて表示しております。
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